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12 農林水産業関係 
ア 農業・農産物等 

規制改革・民間開放推進 3か年計画（平成 18 年 3 月 31 日閣議決定）における決定内容 

実 施 予 定 時 期 
事 項 名 措   置   内   容 

平成16年度 17 年度 18 年度 

講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 

⑤酪農事業施設

の設置承認 

（農林水産省） 

酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律第10条第２項

第３号については、加工原料乳生産者補給金等暫定措置

法の一部改正による新制度への移行（平成13年４月）に伴

う、生乳流通の広域化の進展等の状況変化を踏まえ、酪農

事業施設の設置承認を含めた制度の見直しを行う際に、見

直しを行う。 

生乳流通の広域化の進展等の状況

変化を踏まえ、酪農事業施設の設

置承認を含めた制度の見直しを行う

際には、併せて見直し 

 (規制改革推進のための 3か年計画（平成 19年 6月 22日閣議決

定）【農林水産業関係】エ③に移行) 

⑧農協の経済事

業改革等の推進 

（農林水産省） 

ａ 全国農業協同組合連合会（以下「全農」という。）等にお

いて不正事件が累次にわたり発生していること等を踏まえ、

農林水産省では全農に対し、その子会社を含め、事業・組

織の在り方について見直しを行い、経済事業の主体を各単

位農協と位置付け、複数段階での手数料を削除するなどコ

スト効率的な組織とすべく、平成17年 10月に７回目の業務

改善命令を発出し、全農より改善計画を提出させ指導して

いるところである。同改善計画は、全農の経済事業改革に

ついて、一定の期限を区切り数値目標等を設定させるもの

であるが、同改善計画の進捗状況を対外的に公表させると

ともに、その成果を農林水産省が責任を持ってフォローアッ

プする。 

 逐次実施  (規制改革推進のための 3か年計画（平成 19年 6月 22日閣議決

定）【農林水産業関係】イ①に移行) 

 ｃ 農協の監査については、平成 16年の農業協同組合法改

正を経て、全国農業協同組合中央会（以下「全中」という。）

が一元的に実施しているが、一層の公平性、透明性を確保

する観点から、全中監査の更なる第三者性の強化方策に

ついて検討する。 

 逐次検討  

 

(規制改革推進のための 3か年計画（平成 19年 6月 22日閣議決

定）【農林水産業関係】イ⑦に移行) 

⑨公正な競争条件

の確保 

（公正取引委員会） 

不公正な取引方法、不当な価格の引上げが行われないよ

う、独占禁止法違反の取締の強化を図る。 

逐次実施  (規制改革推進のための 3か年計画（平成 19年 6月 22日閣議決

定）【農林水産業関係】イ④に移行) 

⑩農協の不公正な

取引方法等への対

応強化 

（農林水産省） 

ｂ また、農協の指導機関である全中や実際に事業を行う全

農が、上記ガイドラインを個別の事業に当てはめて、各農協

がルールを逸脱することがないように分かりやすく解説した

指針を策定し各農協へ指導を徹底するよう、所要の措置を

講ずる。 

 結論 措置  (規制改革推進のための 3か年計画（平成 19年 6月 22日閣議決

定）【農林水産業関係】イ③ｂに移行) 
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規制改革・民間開放推進 3か年計画（平成 18 年 3 月 31 日閣議決定）における決定内容 

実 施 予 定 時 期 
事 項 名 措   置   内   容 

平成16年度 17 年度 18 年度 

講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 

（農林水産省） ｃ さらに、不公正な取引を行った農協に対し、現行の独占

禁止法による措置のみでは十分ではないと認められる場合

には、再発防止等の措置について、農業協同組合法による

行政処分も含め、適正に対処するよう所管行政庁において

徹底する。 

    (規制改革推進のための 3か年計画（平成 19年 6月 22日閣議決

定）【農林水産業関係】イ③ｂに移行) 

⑲国産ビール大麦

の品質規格の見直

し 

（農林水産省） 

国産ビール大麦の検査規格の見直しについては、関係者

（生産者団体、実需者団体）の意向を聴取の上、データの整

理を行い、関係者の技術レベルで同意が得られる項目につ

いて、順次、農産物検査法に基づく規格検討会を開催し、見

直しを実施する。 

 関 係 者 の

同意が得ら

れるものに

つ い て 逐

次実施 

  (規制改革推進のための 3か年計画（平成 19年 6月 22日閣議決

定）【農林水産業関係】エ④に移行) 

 

イ 農 地 
規制改革・民間開放推進 3か年計画（平成 18 年 3 月 31 日閣議決定）における決定内容 

実 施 予 定 時 期 
事 項 名 措   置   内   容 

平成16年度 17 年度 18 年度 

講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 

①農地制度の改

革 

（農林水産省） 

新たな食料・農業・農村基本計画の策定作業に併せ、農

地制度の改革は、利害関係者が多岐にわたる国民的な課題

であることを踏まえ、国民各層からの意見を聴取した上で、

総合的な検討を実施し、所要の措置を講ずる。検討に当た

っては、耕作者主義、農地制度の体系的・抜本的な見直し、

農地の利用実態の的確な把握など総合規制改革会議第３

次答申で明示した論点に十分留意する。 

【農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律（平成

17 年法律第 53 号）】 

一部措置済 逐次実施  (規制改革推進のための 3か年計画（平成 19年 6月 22日閣議決

定）【農林水産業関係】ア②に移行) 

 


